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2019年６月 21日 

各 位 

         会 社 名  マミヤ・オーピー株式会社 

         代表者名 代表取締役社長   鈴木 聡 

           （コード：7991 東証第２部） 

         問合せ先 総 務 部 長     福田 誠 

        （TEL.03-6273-7360）     

  

 

（訂正・数値データ訂正） 

「平成 31年３月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について 

 

 

 平成 30年 11月７日に公表いたしました「平成 31年３月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（連

結）」の一部に訂正すべき事項がありましたので、下記のとおりお知らせいたします。また、数値デー

タにも訂正がありましたので、訂正後の数値データにつきましても送信いたします。 

 

記 

 

１．訂正の理由 

 

 当社は平成 30年 11月７日に「平成 31年３月期 第２四半期決算短信〔日本基準〕（連結）」を公

表いたしましたが、四半期連結キャッシュ・フロー計算書において営業活動によるキャッシュ・フロー

の「その他」及び投資活動によるキャッシュ・フローの「投資有価証券の売却による収入」に誤りがあ

ることが判明したことから、訂正いたします。 

 この訂正により、営業活動によるキャッシュ・フローが２億 33百万円減少し、投資活動による

キャッシュ・フローが２億 33百万円増加いたしました。 

 

２．訂正の内容 

 

訂正箇所には＿を付して表示しております。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（２）財政状態に関する説明 

  ②キャッシュ・フローの状況 

 

 【訂正前】 

 

 （省略） 

 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は４億57百万円（前年同期比6.3％増）となりました。これは主に、

法人税等の支払額２億円等があったものの、税金等調整前四半期純利益４億45百万円等があったこ

とによるものであります。 

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は７億40百万円（前年同期比63.3％減）となりました。これは主に、

有形固定資産の売却による収入５億円、定期預金の払戻による収入４億円等があったことによるも

のであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 

（省略） 

 

  

【訂正後】 

 

（省略） 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は２億24百万円（前年同期比47.9％減）となりました。これは主に、

法人税等の支払額２億円等があったものの、税金等調整前四半期純利益４億45百万円等があったこ

とによるものであります。 

 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は９億73百万円（前年同期比51.7％減）となりました。これは主に、

有形固定資産の売却による収入５億円、定期預金の払戻による収入４億円等があったことによるも

のであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 

（省略） 
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記 

（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

 

【訂正前】 

 

  （単位：千円） 

 

前第２四半期連結累計期間 

(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成30年４月１日 

 至 平成30年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 632,441 445,373 

減価償却費 182,262 180,078 

のれん償却額 43,350 43,350 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,122 △5,328 

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,035 △14,134 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △14,142 2,472 

退職給付に係る負債の増減額 (△は減少) △22,657 △12,184 

受取利息及び受取配当金 △10,132 △12,221 

支払利息 48,681 45,344 

持分法による投資損益（△は益） △78,530 △90,263 

為替差損益（△は益） 48,611 26,705 

固定資産除売却損益（△は益） △558,669 △28,892 

特許権売却損益（△は益） - △100,000 

投資有価証券売却損益（△は益） 26,660 - 

売上債権の増減額（△は増加） 946,022 △11,320 

たな卸資産の増減額（△は増加） 101,924 △162,785 

仕入債務の増減額（△は減少） △688,317 412,559 

その他 △19,234 △37,005 

小計 639,355 681,747 

利息及び配当金の受取額 28,720 21,713 

利息の支払額 △45,964 △45,582 

法人税等の支払額 △191,235 △200,048 

営業活動によるキャッシュ・フロー 430,876 457,830 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,200 △1,200 

定期預金の払戻による収入 - 400,000 

有形固定資産の取得による支出 △104,431 △56,631 

有形固定資産の売却による収入 2,226,000 500,000 

無形固定資産の取得による支出 △39,389 △47,014 

特許権売却による収入 - 100,000 

投資有価証券の取得による支出 △100,000 - 

投資有価証券の売却による収入 40,000 - 

貸付けによる支出 △8,100 △50,000 

貸付金の回収による収入 2,064 43,874 

その他 △212 △148,914 

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,014,731 740,113 

 

（以下省略）
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【訂正後】 

 

  （単位：千円） 

 

前第２四半期連結累計期間 

(自 平成29年４月１日 

 至 平成29年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 

(自 平成30年４月１日 

 至 平成30年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 632,441 445,373 

減価償却費 182,262 180,078 

のれん償却額 43,350 43,350 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,122 △5,328 

賞与引当金の増減額（△は減少） △1,035 △14,134 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △14,142 2,472 

退職給付に係る負債の増減額 (△は減少) △22,657 △12,184 

受取利息及び受取配当金 △10,132 △12,221 

支払利息 48,681 45,344 

持分法による投資損益（△は益） △78,530 △90,263 

為替差損益（△は益） 48,611 26,705 

固定資産除売却損益（△は益） △558,669 △28,892 

特許権売却損益（△は益） - △100,000 

投資有価証券売却損益（△は益） 26,660 - 

売上債権の増減額（△は増加） 946,022 △11,320 

たな卸資産の増減額（△は増加） 101,924 △162,785 

仕入債務の増減額（△は減少） △688,317 412,559 

未収入金の増減額（△は増加） △4,217 △43,954 

未払消費税等の増減額（△は減少） 82,090 △67,968 

その他 △97,108 △158,441 

小計 639,355 448,387 

利息及び配当金の受取額 28,720 21,713 

利息の支払額 △45,964 △45,582 

法人税等の支払額 △191,235 △200,048 

営業活動によるキャッシュ・フロー 430,876 224,470 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,200 △1,200 

定期預金の払戻による収入 - 400,000 

有形固定資産の取得による支出 △104,431 △56,631 

有形固定資産の売却による収入 2,226,000 500,000 

無形固定資産の取得による支出 △39,389 △47,014 

特許権売却による収入 - 100,000 

投資有価証券の取得による支出 △100,000 - 

投資有価証券の売却による収入 40,000 233,359 

貸付けによる支出 △8,100 △50,000 

貸付金の回収による収入 2,064 43,874 

その他 △212 △148,914 

投資活動によるキャッシュ・フロー 2,014,731 973,473 

 

（以下省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 


